
Ⅰ はじめに

２０２０年の国勢調査によって把握された林業従事者数
は４３，７１０人であり，２０１５年から比較すると１，７３０人，
３．８％の減少であった。近年の従事者数の推移は「横
ばい」に近いという評価もされる（１）。これは１９８０年か
ら２０００年頃にかけて大幅な減少が続いた頃と比べれ
ば，減少傾向が抑制されたと捉えられるからであろう。
「林業労働力の確保の促進に関する法律」（以下，労
確法）はその減少の最中であった１９９６年に制定された。
労確法に基づいて，「林業労働力の確保の促進に関す

る基本方針」（以下，基本方針）が策定されており，
これまでに「緑の雇用」を代表とする各種の施策が行
われてきたところである。先に述べた「横ばい」はそ
れらの成果の表れという言い方もできる。
さて，基本方針（第１次）は１９９６年に策定されて以
降，これまでに２度変更されている。第２次基本方針は
２０１０年４月，第３次基本方針は２０２２年１０月に，林政審議
会と労働政策審議会職業安定分科会における審議を経
て策定された。第１次から第３次にかけての変化として
まず挙げられることが，記述量の変化である。第１次
は５，５００文字，第２次は８，０００文字だったが，第３次にお
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いては１４，５００文字というように大幅な増加が確認でき
る（２，３）。これは林業労働力確保促進施策の対象として，
新たな項目が加えられたことが要因の１つと考えられ
る。本稿はこの林業労働力確保促進の新たな対象に焦
点を当てる。

Ⅱ 研究の対象と方法

本稿は前半部において，基本方針の２度の変更の経
過について概観する。そこでは，どのような背景から
基本方針の変更が検討され，どのような経緯から基本
方針で確保促進の対象が新しく加えられることになっ
たか，審議会における行政資料や議事録などから確認
する。
次いで後半部において，第３次基本方針において確
保促進の対象とされたもののうち，旧来的には林業労
働力総体の辺縁にあったものに関して，その可能性と
課題を考察する。具体的には，建設業，障害者，外国
人材である（４）。建設業は第２次基本方針から，障害者，
外国人材は第３次基本方針から新設項目として加えら
れたかたちである。
建設業者は「建設業等異業種との連携」という項目
で，第２次基本方針に続いて第３次基本方針でも労働力
として確保促進すべき対象となっている。林業におけ
る建設業者との連携，いわゆる林建協働事業（５）に関し
ては，川添（２０１２）や米田（２０１２）において，建設業
者が林業に新規参入する際の技術的および制度的課題
を取り上げながらも連携による林業労働力確保促進に
期待が寄せられていた（６，７）。これらは林建協働事業が
開始されて時間が間もない時点の論考であったが，そ
れ以降は研究対象として取り上げられる機会が減少し
ている。本稿では，林建協働事業が第２次基本方針に
組み込まれて以降，現在までどのような成果を上げて
きたか，同事業が最も活発に展開された地域の１つで
ある岐阜県を事例に取り上げ，考察する。
第３次基本方針に新設された項目「林業分野におけ
る障害者雇用の促進」については，事業主が雇用管理
を通じて実現していくものと措定される。労確法の対
象は森林現場での従事者である（８）ことから，障害者も
現場での作業に加わっていくことが期待されていると
理解できる。他方，労確法に限定されない広義の林業
と障害者雇用に関しては，林福連携事業の一形式とし
て近年は取り上げられるようになった。林福連携事業
は農福連携事業が展開されるようになってからしばら
くして，近年に多く聞かれるようになった用語であ

る（９）。林福連携に関して，萩原（２０２２）が「現代林業」
の特集記事で林野庁による調査結果に基づいて全国の
動向をまとめているが，研究の蓄積はほとんど見られ
ない（１０）。本稿では，一定の規模を伴って山林種苗生産
に関わる石川県と植林作業に取り組む岩手県を事例に
取り上げ，それらの成果と課題を整理する。上述のと
おり，苗木生産に関わる労働も労確法では林業労働と
定義されないが，本稿では木材生産に寄与する林業関
連労働と広く捉えるとともに植林作業との比較を念頭
に置いて事例に取り上げる。
「外国人材の適正な受入れ」は第３次基本方針の最後
尾に新設項目として掲げられている。林業における外
国人材の雇用は，在留資格に期限のない日系人の事
例（１１）や技能実習１号の活用事例（１２）がこれまでに数少な
いながらも見られ，言葉の問題など受入れの際の課題
について報告がある。技能実習制度については見直し
の動きがある中，林業分野では同制度を取り入れた形
での外国人材の受入れ体制準備が進められている（１３）。
本稿では，新型コロナ感染症禍にありながら高知県で
進められた最も新しい事例の１つを取り上げ，成果と
課題を整理する。

Ⅲ 基本方針変更の経過

１ 基本方針の位置づけ
ここではあらためて，基本方針の位置づけについて
確認する。基本方針は労確法第三条の規定に基づき，
施策の基本的な方向を示すために農林水産大臣及び厚
生労働大臣が①林業における経営及び雇用の動向に関
する事項，②林業労働力の確保の促進に関する基本的
な方向，③事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び
事業の合理化を促進するための措置並びに新たに林業
に就業しようとする者の就業の円滑化のための措置に
関する事項，④その他林業労働力の確保の促進に関す
る重要事項（以下，基本方針①，同②，同③，同④と
する）について定めるものであり，情勢の推移により
必要が生じたときは変更することとなっている（１４）。ま
た，基本方針に則して，都道府県は林業労働力の確保
の促進に関する基本計画（以下，基本計画）を定める
ことができる。ただし，基本計画は地域の実情を踏ま
えて一定の独自性が認められている。

２ ２０１０年の変更
１９９６年に第１次基本方針が策定されて以降，森林資
源による低炭素社会の構築と林業の再生，人工林資源
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の成熟化に伴う林業労働の質的変化，雇用の受け皿と
しての期待等の情勢変化を踏まえて，２０１０年４月に第２
次基本方針が策定されることとなった（１５）。ここで変更
内容の１つとして「建設業等異業種との連携促進」が
新設で掲げられ，基本方針④の中に組み込まれた
（表―１）。林政審議会においては，この項目新設に関
して特段の発言は見られない（１６）。一方，労働政策審議
会職業安定分科会では，公共事業の減少が見られるこ
とから建設業者の林業分野での活躍が望まれる，とい
う主旨の農山村雇用対策室長による発言が見られ
る（１７）。パブリックコメントにおいても特段に取り上げ
られておらず（１８），「雇用の受け皿」として穏当に建設
業者が林業労働力確保促進の施策対象となったことが
うかがえる。なお，同時に「高年齢労働者の活躍の促
進」の項目も基本方針③のうち「雇用管理の改善を促
進するための措置」に加えられ，高年齢者からの円滑
な技能の継承とともに技能指導の場面での活躍が期待
されることとなった。

３ ２０２２年の変更
第２次基本方針が策定されて１０年以上が経過し，「人
工林資源の充実を背景に主伐への対応や伐採後の再造
林の推進が課題になってきたこと，スマート林業やエ

リートツリーの普及，伐採と造林の一貫作業システム
の導入など新たな技術への対応が必要になってきたこ
と」（４頁）（１９）といった情勢変化を踏まえて，２０２２年１０
月に第３次基本方針へと変更されることとなった。ま
た，第２次基本方針の成果としては，月給制の導入の
拡大や労働災害が減少傾向にあることから雇用管理の
改善が見られた，「緑の雇用」事業を通じた新規就業
者確保やキャリア形成が進んだといった点について数
値を挙げて示されている。一方，第２次で新設された
林建協働については第３次に引き続き促進対象として
掲げられたが，その評価について触れられた文献資料
等は確認できなかった。
第３次基本方針では表―１に見るとおり，「林業分野
における障害者雇用の促進」と「外国人材の適正な受
入れ」が新設項目として加えられた。前者の障害者雇
用は，基本方針③の中で「女性労働者等の活躍・定着
の促進」と並んで位置づけられた格好である。障害者
雇用に関して，林政審議会と労働政策審議会職業安定
分科会の議事録では，現代的な課題として就労環境を
整備しながら促進していくべきという意見が述べられ
ている（２０，２１）。また，パブリックコメントにおいては障
害者雇用に関して安全対策などを特に留意するべき，
といった意見があげられている（２２）。

表―１ 基本方針の項目追加等の状況
第１次基本方針 第２次基本方針 第３次基本方針

策定年
記述量

１９９６年
約５，５００字

２０１０年
約８，０００字

２０２２年
約１４，５００字

基本方針③
のうち雇用
管理の改善
を促進する
ための措置

（ア）雇用管理体制の充実
（イ）雇用関係の明確化
（ウ）雇用の安定化
（エ）労働条件の改善

（オ）募集・採用の改善

（カ）その他の雇用管理の改善

（ア）雇用管理体制の充実
（イ）雇用関係の明確化
（ウ）雇用の安定化
（エ）労働条件の改善

（オ）募集・採用の改善
（カ）教育訓練の充実

（キ）高年齢労働者の活躍の促進

（ク）その他の雇用管理の改善

（ア）雇用管理体制の充実
（イ）雇用関係の明確化
（ウ）雇用の安定化
（エ）労働条件の改善
（オ）労働安全の確保
（カ）募集・採用の改善
（キ）教育訓練の充実
（ク）女性労働者等の活躍・定着の促進
（ケ）高年齢労働者の活躍の促進
（コ）林業分野における障害者雇用の促進
（サ）その他の雇用管理の改善

基本方針④

（１）林業労働力の確保の促進に関す
る基本計画策定における関係者
の意見の聴取

（２）支援センターの業務運営
（３）山村地域の定住条件の整備
（４）林業労働者の社会的評価の向上

（１）林業労働力の確保の促進に関する基本
計画策定における関係者の意見の聴取

（２）支援センターの業務運営
（３）山村地域の活性化及び定住条件の整備
（４）森林・林業や山村に対する国民の理解

の促進
（５）林業研究グループや教育機関等による

支援の促進
（６）建設業等異業種との連携促進

（１）林業労働力の確保の促進に関する基本計画策定に
おける関係者の意見の聴取

（２）支援センターの業務運営
（３）林業研究グループや教育機関等による支援の促進
（４）地域課題に対応した林業への新規参入・起業の促

進等による多様な担い手の確保
（５）建設業等異業種との連携促進
（６）山村地域の活性化及び定住条件の整備
（７）森林・林業や山村に対する国民の理解の促進
（８）外国人材の適正な受入れ

出所：林野庁資料を基に筆者作成。
注１：基本方針③「事業主が一体的に行う雇用管理の改善及び事業の合理化を促進するための措置並びに新たに林業に就業しようとする者

の就業の円滑化のための措置に関する事項」，基本方針④「その他林業労働力の確保の促進に関する重要事項」。
注２：新設された項目に下線を引いている。
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一方，外国人材に関しては労働政策審議会において
労働者代表の委員から「労働安全対策の観点からも，
安易に外国人材の受入れを俎上にのせるべきではな
い」という反対意見が述べられている（２３）。さらに，パ
ブリックコメントでは，「外国人技能実習制度は，労
働力の確保を目的としたものではないことから，「基
本方針」への記載は適切ではない」と項目の削除を求
める意見や安全対策の徹底を求める厳しい意見があげ
られている（２４）。パブリックコメントを踏まえた結果，
第３次基本方針の「外国人材の適正な受入れ」の項に
「技能実習生の受入れに当たっては，労働力の需給の
調整の手段として行われてはならず」の文言が最終的
に加えられた（２５）。このように外国人材に関しては，こ
れまで新設で加えられた建設業者や障害者雇用などと
は異なり，安全対策などに対する強い懸念や一定の反
対意見が示されていたことが労働政策審議会とパブ
リックコメントの記録からうかがえた。
上記の経過から第３次基本方針が策定されたが，基
本方針の今後の変更時期に関して林政審議会および労
働政策審議会で特筆すべき発言があった。すなわち，
これまでは基本方針の見直しの間隔が１０数年間と不定
であったものを森林・林業基本計画の改定などに合わ
せて基本的に５年ごとに見直しの検討を行う方針が示
されたのである（２６，２７）。

４ 都道府県基本計画における変更対応
「基本方針の位置づけ」で述べたとおり，都道府県
は基本方針に則してそれぞれの地域事情に合わせて基
本計画を策定している。また，各都道府県によって基
本計画の期間や変更の時期が異なっていることから，
取り上げる項目の違いが認められる。表―２はイン
ターネット経由で基本計画を取得できた３５道県につい
て，本稿で着目する３つの対象に高年齢者と女性を加
えた５つの対象の記述の有無を整理したものである（２８）。
まず，ほとんどの道県においてここで取り上げた５
つの対象全てについて項目立てて記述しているわけで
はないこと，つまり一定の判断から取捨選択されてい
ることがうかがえる。全ての対象について項目を立て
ているのは，徳島県と千葉県のみである。また，障害
者雇用と外国人材は２０２２年１０月の基本方針の変更後に
計画変更のあった徳島県以降で多く取り上げられてい
ることが分かる。他方，女性は第３次において新設さ
れた項目でありながら，２０２２年１０月以前から項目を立
てて記述している道県が愛媛県や北海道など複数ある
ことが分かる。

今後，各都道府県で基本計画の更新および変更を経
ながら，障害者雇用や外国人材も項目として立てられ
ることが増えると予想される。しかし，現状から判断
する限りにおいては，各県で独自に選択されていく形
式も依然として継続されると推測できる。

Ⅳ 多様な労働力確保促進の動向

１ 林建協働
（１）岐阜県における林建協働
ここではまず岐阜県内における林建協働の取り組み
について整理した後，事例調査を元にその成果と課題
について述べる。岐阜県における林建協働の取り組み
は２００８年から始まり，「地方の元気再生事業（内閣府
地方創生推進事務局）」のうち「建設業の参入促進に

表―２ 基本計画における多様な担い手の記述
○：独立した項目で記述，△：文章内で記述あり

基本方針
新設時期

林建協働 高年齢者 女性 障害者 外国人材 計画変更
年月第２次 第２次 第３次 第３次 第３次

和歌山県 ○ ２０１１年３月
石 川 県 ○ ○ △ ２０１１年４月
福 井 県 ○ ○ ２０１１年４月
三 重 県 ２０１６年３月
神奈川県 ○ ２０１６年４月
秋 田 県 ２０１７年４月
山 梨 県 ○ ○ ２０１７年４月
宮 城 県 ○ ○ ２０１８年３月
山 形 県 ○ △ ２０１９年４月
愛 知 県 ○ ○ ２０２１年１月
新 潟 県 △ ○ ○ ２０２１年３月
広 島 県 ○ ○ ２０２１年３月
大 分 県 ○ △ △ ２０２１年３月
宮 崎 県 ○ ○ ２０２１年３月
鹿児島県 ○ △ ２０２１年３月
福 島 県 ○ ２０２１年４月
群 馬 県 ○ ○ ２０２１年４月
富 山 県 ○ ○ ２０２１年４月
奈 良 県 ○ △ ２０２１年４月
高 知 県 ○ ○ ○ ２０２１年４月
山 口 県 ○ ○ ２０２２年３月
鳥 取 県 △ △ △ △ ２０２２年４月
愛 媛 県 △ ○ △ ２０２２年４月

徳 島 県 ○ ○ ○ ○ ○ ２０２２年１１月
佐 賀 県 ○ ○ ○ ○ ２０２３年２月
長 崎 県 ○ △ △ △ ２０２３年２月
岩 手 県 ○ ○ ○ ○ ２０２３年３月
岐 阜 県 ○ ○ ○ ○ ２０２３年３月
静 岡 県 ○ △ △ ○ ２０２３年３月
福 岡 県 ○ ２０２３年３月
青 森 県 △ ○ △ ２０２３年４月
茨 城 県 △ ○ △ △ ２０２３年４月
長 野 県 △ ○ ○ ○ ○ ２０２３年４月
千 葉 県 ○ ○ ○ ○ ○ ２０２３年６月
北 海 道 ○ ○ △ ○ ２０２３年１０月

出所：各道県林務担当部署ウェブページ資料から筆者作成。
注：徳島県より下段は第３次基本方針策定以降に計画変更されて
いる。
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よる林業改革モデルプロジェクト」として２００９年に選
定されて以降本格的に稼働した（２９）。事業開始以降，県
内各地で林建協働事業に関わる６つの組織が作られ，
建設業者約８０社が参画するようになった（表―３）（３０）。
同時期においては図―１に見るとおり，公共土木工事
の減少によって建設業での雇用機会が減少していたた
め，労働力不足が続く林業でその雇用を吸収しようと
する狙いがあった。この時期には県林政部において
「林建協働による森林づくりの推進」を目的に２０１０年
度に約１億円，２０１１年度に約２億円の予算が組まれてお
り，積極的な助成措置が採られていたことが確認でき
る（３１，３２）。
取り組みの初期においては，川添（２０１２）や米田

（２０１２）などいくつかの報告が見られるが，その後の
経過についての報告はほとんど見ることができない。
そのような中，岐阜県森林土木建設協会は２０１５年１月
時点で「組織としては何とか経営体制を維持している
ものの，個々の建設業者では赤字が続くなど，大変苦
慮している実態」や「林建協働を始めた当時と比較し
ても今は経済状況や林業施策も変わり，対応が非常に

厳しくなっているのが実情」であること，また「林建
協働の組織を解散せざるを得ない地域も出てきて」い
るという厳しい状況を報告している（３３）。現在では，ひ
だ森林整備協同組合のように解散，または中濃森林施
業協議会，下呂林建共同企業体のように組織活動の停
止後に個別企業として活動継続というように当初の活
動状況からの変更も見られる（表―３）。
岐阜県林政部において２０１２年度以降は林建協働に関
する特別な予算立てはなくなっている。また，「岐阜
県林業労働力の確保の促進に関する基本計画」第５期
（２０１７年３月～２０２３年３月）においては，「建設業等異業
種との連携促進」が項目として立てられていたが，同
６期（２０２３年３月～２０２８年３月）においては削除されて
いる（表―２参照）。つまり，現下では林建協働を促進
する条件が行政のメニューとしては消失した状況と
なっている。他方，県は建設業者に所属する森林技術
者数を独自調査で継続して把握している（３４）。２０２１年に
は７１人（総数の７．８％）であったが，２０２０年９２人（同
９．８％），２０１９年６５人（同６．９％）というように調査年
による変動が大きい。

表―３ 岐阜県における林建協働
組 織 名 主な活動地域 参加業者 活動開始時期 現 状

いび森林資源活用センター協同組合 揖斐郡 建設業１１社，１森林組合 ２００９年１２月 活動中
たかやま林業・建設業協同組合 高山市 建設業１８社，１森林組合 ２０１０年１月 活動中
ひだ森林整備協同組合 飛騨市 建設業１０社，１森林組合 ２０１１年６月 ２０２３年７月解散
中濃森林施業協議会 美濃市・関市 建設業８社，１林業事業体 ２０１１年１０月 個別に活動
下呂林建共同企業体 下呂市 建設業４社，１林業事業体 ２０１２年５月 個別に活動
郡上森づくり協同組合 郡上市 建設業７社 ２０１３年３月 活動中

出所：岐阜県庁資料および農林事務所への聞き取りから筆者作成。

図―１ 中部地方の土木建設投資見通し額の推移
出所：国土交通省「建設投資見通し」から筆者作成。
注：中部地方＝岐阜県，静岡県，愛知県，三重県。
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（２）いび森林資源活用センター協同組合
いび森林資源活用センター協同組合（以下，いびセ
ンター）は２００９年１２月に岐阜県内で最初に作られた林
建協働組織である。もともと，いびセンターの設立は
揖斐郡周辺の森林から供給されるC材およびD材を利
用する拠点を整備する計画が出発点であった。計画時
期が公共工事の減少時期と重なったこと，それに伴い
揖斐郡内の建設業者が林業への参入を検討していたこ
ともあり，林建協働事業として取り組むようになった
という経緯がある。建設業者１１社と揖斐郡森林組合が
出資して組合の構成員となり，チップおよびペレット
製造と小径木加工の施設を揖斐川町内に設けた。いび
センターと森林組合が周辺森林の施業集約化に取り組
み，そこでの林道開設や間伐から生産される木材を主
要な原料供給源とする計画であった。事業の開始後，
建設業の組合員間で融通しながら利用できるように補
助事業を通じて高性能林業機械を購入し，山林現場で
の研修等を通じて，木材生産の体制を整えていった。
近年の年間生産加工実績は，チップ約２，０００ADト
ン，ペレット約３００トン，小径木丸太５００～６５０m３であ
る。原料は森林組合と建設業者からほぼ同量が供給さ
れている。ただし，森林組合からは森林整備事業で出
てくるC材とD材，建設業者からは公共土木工事等で
発生する支障木というように調達の動向には違いが見
られる。
事業開始当初は，集約化の現場で森林組合と建設業
者の職員が協働する機会もあった。しかし，図―１に
見るとおり，２０１０年代後半から土木工事への投資額が
徐々に回復してきたため，森林整備作業に従事してい
た建設業所属の社員も土木工事に回帰していった。そ
の結果，森林整備の現場では森林組合の単独となるこ
とが増え，２０２０年以降は建設業者が森林整備に関わる
ことがほぼなくなっている。この経過について，いび
センターの職員は，建設業者が不慣れな山林現場より
も慣れた土木工事の現場を選好することは組合員の事

情として致し方ないと一定の理解を示している。その
一方で，ほとんどの建設業の組合員が出資者としてい
びセンターの事業に引き続き関わっていく意向を持っ
ていることは確認できている。
（３）たかやま林業・建設業協同組合
たかやま林業・建設業協同組合（以下，たかやま協
組）は高山市および白川村内の建設業者１８社と飛騨高
山森林組合を構成員として２０１０年１月に設立された。
事務所を高山建設産業会館内に置き，職員２名が常駐
して企画業務に当たっている。うち１名は森林組合か
らの出向者であり，たかやま協組の設立前から林業に
携わる精通者である。２０１０年度から２カ年は県から年
間１，３００万円を林建協働事業の推進に関わる助成費と
して受けた。立ち上げ当初の事業運営が安定しない時
期に助成の一部を人件費として充てることができ，大
いに役立ったという。
表―４は事業量が比較的安定してきた２０１４年以降の
実績である。事業費全体に占める割合を見ると，作業
道開設の占める割合が９割近い年が多く，その傾向に
大きな変化はない。ただし，２０１４年頃から２０１６年にか
けて，たかやま協組が独自に森林経営計画を集中的に
作成して，そこでの作業道開設と素材生産を組合員が
実施するようになった。森林経営計画は高山市有林ま
たは大規模所有林とその周辺の個人有林をまとめると
いうように比較的少数を対象に作成することが多く
なっている。これは高山飛騨森林組合の事業地と競合
しないことを企図しながら，同時に交渉の手間の軽減
にもつながっているという。最近は経営計画作成から
１０年が経過して更新を迎える森林も現れており，事業
量維持のためにも計画更新の重要性が強く認識されて
いる。また，２０２０年からは小面積を基本として，主伐
も手がけるようになるなど，建設業の組合員の職員も
技能が向上していることが認められる。２０２２年度は５
haで主伐を実施，１，５００m３を出材したほか，再造林も
実行している。

表―４ たかやま協組の事業実績の推移
作業道開設延長 森林整備関連事業 森林経営計画作成 素材生産量

年 延長（m） 額（千円） 面積（ha） 額（千円） 面積（ha） 額（千円） （m３）

２０１４ １２，９８９ ２０４，２０１ ３０ ２２，０５５ １０５ ３，４５２ ２，６２７
２０１５ ７，６３８ １７１，２５３ ６８ １８，９４０ ９９ ５，５４４ １，６３７
２０１６ ５，６８０ １２９，１４０ ５４ ２０，６０４ ８０ ６４３ ２，７７２
２０１７ ８，３４１ １３３，５１４ １２８ ４６，２２１ ２４ ５１７ ４，９８２
２０１８ ８，７５２ ２０８，４１５ ６７ ２８，８６９ ３３ ５５４ ４，０４６
２０１９ ６，５０３ １３４，７１０ ６１ ２５，００５ １２ ９６ ４，９１６
２０２０ １０，５７４ ２４３，４１７ ５１ １６，８９５ ２５ １９９ １，６２９
２０２１ ６，９３９ １７５，９４４ ３１ １６，３７８ １０９ ９８７ ３，３８５

出所：たかやま林業・建設業協同組合資料を基に筆者作成。
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このように長期的な視点を持って実績をあげる体制
が確立してきたことが認められるが，一方では現場で
の施業に関わる建設業の組合員が固定化している。事
業開始当初から，素材生産にまで関わるのは組合員１８
社のうち５社程度であった。また，近年は災害復旧対
応の土木工事等で多忙となっていた組合員が多く，森
林施業と作業道開設に積極的かつ継続的に従事するの
は２社に限られる状況にある。
（４）成果と課題
岐阜県では林建協働組織に多くの建設業者が参画し
ながら，現在まで継続的に林業に関わる者は少ないと
いう状況が確認された。これは，景気の回復に伴って
組織の構成員である建設業者が公共工事等の現場に
戻っていったことが大きな要因である。一方，ここで
取り上げた２つの組織が継続できている要因として，
いびセンターは工場設備の運営が目的であって林建協
働はあくまでその手段の１つと考えられること，たか
やま協組は作業道開設事業を安定的に確保しているこ
とと地域林業に精通した職員が森林組合と面的に切り
分けながら事業を独自に獲得するスタイルを確立した
ことを挙げることができる。こうした経過は労働力確
保促進という観点において，建設業者の林業参入によ
り一定の労働力供給はあったが，素材生産に関わって
継続できているのは一部にとどまる，とまとめられ
る。また，全国的に労働力としての量的把握は明確に
されておらず，基本方針の変更時においても評価され
ていない。岐阜県で継続されているように建設業者に
所属しながら林業の現場に従事する従業員の把握につ
いてあらためて検討する意義もあると考える。

２ 障害者の雇用
（１）概況
２０２０年に林野庁が行った調査によれば，林福連携と
して確認された２８２の取り組みのうち，特用林産（き
のこ，炭等）が５４％，木材・木材製品製造が２０％と森
林現場に関わらない部門が主となっている（３５）。他方，
造林・保育４％，伐木造材外４％といった森林現場に関
わる部門，すなわち林業労働力としてとらえられる部
門は多くない。それに加えて，萩原（２０２２）は「伐木
造材，造林では一経営体（福祉事務所）当たりの就労
者は特用林産に比べごく少数」と状況を述べている。
（２）石川県の事例
小松市に本所を置く，かが森林組合は将来的な主伐
と再造林の増加に備えるために苗木の自己調達を検討
し，２０２０年から広葉樹の苗木生産を開始した。苗畑用

地として森林組合関係者から賃借した場所が社会福祉
法人うめの木学園の隣接地だったこと，両組織の関係
者間で以前から顔のつながりがあったことなどから，
苗木生産をうめの木学園に委託する形式で林福連携に
よる障害者雇用のモデルが構築された。２０２０年と２０２１
年は広葉樹１，０００本の生産を試験的に行い，その後
２０２２年から生産量を２万本と拡大させると同時にうめ
の木学園に本格的に業務を委託したという経過であ
る。うめの木学園は小松市郊外に位置する障害者自立
支援法に基づく障害者支援施設である。施設の主要事
業として就労継続支援B型の枠組みで屋外作業を含む
各種の活動を行っている（３６）。
業務内容は，２月からの約３カ月間でポット苗作り，
それから秋にかけてポット苗への散水や周囲の除草，
成育状況に応じて苗の整理や並べ替えなどの管理，さ
らに秋に翌年向けの種子採取である。このうち苗作り
が最も重要かつ手間がかかる作業であり，多いときに
は１６人の施設利用者がポットへの土入れと種子の埋め
込み作業に分担して従事する。利用者の作業時間は途
中休憩などを挟みながら，１日５～６時間となっている。
ポット苗を作り終えて以降，苗畑での管理作業は多人
数で作業することはなく，担当者によって散水，除草
が行われる。また，種子の準備については広葉樹林内
でどんぐりを２日間かけて拾い，その後に選別や洗浄
を行っている。
苗木生産に関わる１６名のうち中心的に関わるのは５
名である。この５名は年間就労時間（約１，２００時間）の
うち３割程度を充てている。苗木生産に関わる工賃は
作業時間に加えて能力や作業内容を考慮して計算され
る。５名に関してはいずれも年間で１０万円を超え，最
も多い施設利用者には約２５万円が支払われている。う
めの木学園はその他の屋外作業（田植えに利用される
育苗箱の洗浄など）に比べて比較的工賃が高い新規の
事業を受託できたことを高く評価している。また，苗
畑が法人施設の隣接地にあって移動時間がかからず日
常的な管理がやりやすいという利点は非常に大きいと
指摘する。一方，うめの木学園内施設における冬場の
ポット苗作りの作業環境を改善すべき課題として認識
している。
２０２２年と２０２３年の種子の発芽率は約７割であった。
すなわち２万本生産したポット苗のうち翌年以降に利
用可能なものは１万４千本程度と見込まれる。森林組合
がうめの木学園に２０２２年に支払った委託経費の総額は
約１７０万円であった。森林組合によれば，近隣の業者
から購入する広葉樹苗木は１本４５０円程度が相場であ
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る。うめの木学園から調達する苗木１本当たりの価格
は，委託経費に加えて用地費，設備費を踏まえても相
場価格を下回ると森林組合は判断している。つまり，
林福連携による障害者雇用は林業側と福祉側の双方に
おいて利のある事業ということができる。
（３）岩手県の事例
岩手県では盛岡広域振興局林務部による障害者雇用
の試みが２０１９年度から開始された。盛岡周辺では主伐
後の再造林が比較的安定して実施されており，植林の
労働力に対するニーズが大きいことから，そこでの雇
用確保促進の可能性が検討された。これは同局保健福
祉環境部との共同による「地域経営推進費事業」であ
り，活動範囲は管内の盛岡周辺となっている。盛岡広
域振興局の取り組みでは障害者に限らず，福祉事業の
対象となる生活困窮者（障害はないものの他人との関
わりが苦手などの理由により社会から遠のいていて収
入がない者）も担い手の候補として含めていることが
１つの特徴である。また，事業開始当初から管内の林
業事業体，社会福祉施設，行政担当者に向けて情報誌
「林福イーハトーブ通信」を定期的に発行することに
よって活動を周知するとともに，障害者雇用に対する
理解の醸成を促していることも特徴といえる。
事業開始以降，２０２１年から２０２３年にかけて植林体験
会が２回，２０２１年にトライアル雇用が２回実施され
た（３７）。植林体験会とトライアル雇用とも障害者雇用に
理解の深い管内の林業事業体に協力を得ることで実現
している。植林地は道路脇で傾斜がほぼない平坦に近
い土地という条件である。また，作業を①植穴掘りと
②苗木植えと土かぶせに分解して，混乱の起きないよ
うに単純化した。
体験会では３回で２０人の障害者と２人の生活困窮者が
参加し，カラマツコンテナ苗を１時間ほどで各１０本程
度ずつ植林した。トライアル雇用ではのべ３人の生活
困窮者が参加し，カラマツコンテナ苗を作業時間２時
間半の間に１回目で１人当たり８０本，２回目で同１５０本を
植栽した。また，トライアル雇用では短期雇用契約を
結び，作業時間分の賃金が支払われた。
取り組み実績から担当者は，植林の作業自体に関し
ては障害者と生活困窮者とも大きな支障がなく，後者
に関しては一般就労の可能性もあると評価している。
ただし，障害者の現場就労に関しては，移動に関わる
制約が大きいことを重要な課題として認識している。
就労継続支援B型で施設外の農地などで就労する場
合，社会福祉法人施設に朝９時などに集合，そこから
現場まで移動後に作業開始，昼食および休憩のために

現場から社会福祉法人施設にいったん帰着，午後はま
た同様に移動と帰着を繰り返すのが一般的である。つ
まり，１日の稼働時間（昼休みを除いて５～６時間）の
うち現場までの２往復のために相当の時間を割く格好
になり，１日の実質の植林作業時間は２～３時間程度と
短くなることが想定される。
これまでの成果から植林作業における障害者雇用の
可能性と課題を一定程度把握できたと盛岡広域振興局
は捉えており，植林の体験事業については終了してい
る。今後は県内他地域への普及を図るとともに障害者
による苗木生産など他作業種の可能性についても検討
していく意向である。
（４）可能性と課題
石川県の苗木生産事例から障害者の就労によって一
定の労働力確保促進が確認された。一方，岩手県の事
例では植林における障害者の就労については，現場ま
での移動に時間を要するために作業時間を十分に確保
することが難しいという課題が確認された。これは岩
手県特有の事情とはいえず，植林の現場で障害者が就
労する際の一般的な課題であるとともに強い制約とな
りうると考えられる。障害者にとって就労しやすい就
業時間と就業環境を考慮すると，植林の現場よりも就
労環境の整った苗木生産の現場の方がより適している
ともいえる。
労働力の確保という観点においては，林建協働と同
様に障害者の雇用に関してもその定量的な把握手法な
どを検討する必要がある。本稿で取り上げた事例では
一年を通して現場で従事しているわけではない。障害
者雇用に取り組む事業者において施設利用者がどの作
業種でどれだけ林業労働に関わったか，評価のために
は細かく整理して拾い上げていく必要があるだろう。

３ 外国人材の受入れ
（１）概況
２０２０年の国勢調査によれば，外国籍の林業就業者は

２２２人である。他方，外国籍の農業就業者数は３３，８８７
人，漁業就業者数は３，４１７人であり，林業とは大きな
差がある。この差に関しては，農業と漁業では比較的
早い段階から技能実習制度を通じて外国人材受入れの
実績が多数あり，近年では特定技能の対象職種となっ
ているという制度的な違いが理由と考えられる。林業
に関しては，１年間を期限とする技能実習１号に限られ
ている現状にあるが，技能実習２号（３年間までの受入
れが可能）の対象職種への追加によって実習期間を延
長させようとする準備が進められている。技能実習２
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V

号の対象職種への追加にあたっては技能評価制度が必
須であるため，同制度の創設に向けて林業技能向上セ
ンターが２０２２年に一般社団法人化されるなど取り組み
が進展している。２０２３年１０月時点では同センターを中
心として技能検定制度の準備と厚生労働省における検
討ならびに審議が進行している段階にある（３８）。審議が
順調に進めば，２０２４年度中に技能実習２号の対象職種
への追加が実現することが見込まれる。また，「基本
方針」では技能実習制度より長期間の就労が可能とな
る特定技能制度に基づく受入れについても検討を進め
ることが盛り込まれており，技能実習制度と同時期も
しくはやや遅れての導入が実現する可能性もある。
（２）高知県の事例
丸和林業グループは木材チップ製造を基幹事業とし
ながら，木材伐出，造園緑化，観光業など複数の事業
を展開する会社の集合体である。グループの中核とな
る丸和林業株式会社は高知市に本社を置き，高知県内
でチップ製造と並行して素材生産および造林事業を
行っている。同社は山林現場の人手不足解消策の１つ
として，外国人材の受入れを２０１０年代後半から検討し
てきた。２０２０年にはベトナムの林産企業V社と人材受
入れと育成に関する協定を結び，技能実習１号として１
年間受入れる準備を整えたが，新型コロナウイルス感
染症禍の影響を受けて延期することとなった。その影
響が落ち着いてきた２０２２年４月になってようやく，V
社に所属する実習生２名の奈半利事業所における受入
れが実現した。翌２０２３年には２期目となり，奈半利事
業所であらためて技能実習生を１年間受入れている。
奈半利事業所における技能実習計画と業務は２０２２年
と２０２３年とで大きく変更させた。２０２２年の１期目は事
業所工場内でのチップ製造業務がほとんどであった
が，２０２３年の２期目は再造林地で地ごしらえ，下刈，
植付け，防獣ネット張りといった作業を通常の業務と
している。現場は指導役の日本人１名と実習生２名の計
３名体制である。指導役によれば，作業内容に関して
細かい指示が伝わりづらい場面も生じているが，身振
り手振りに加えて翻訳機等も活用しながら意思の疎通
を図っているという。また，斜面でチェーンソーを使
用することもあるが，これまでに危険な場面には遭遇
していない。
２０２３年の実習生は２名ともベトナム国内でV社の山
林現場で伐採や造林の業務に従事した経験がある。実
習生によれば，日本へ技能実習生として渡航するにあ
たり，ベトナムで得ていた収入よりも高い収入を期待
してきたが，円安の進行によって想定どおりにはなっ

ていないと感じているという。一方，ベトナム帰国後
には日本での技能実習経験がV社において評価される
こと，その結果として以前より賃金面で待遇が向上す
ることを期待している。
丸和林業は技能実習生受入れに関わり，表―５のよ
うに費用を計算している。賃金に加えて社会保険，入
国前後における生活準備や資格取得のための特別講習
にかかる費用など１人の受入れに関わって３７５万円を要
している。丸和林業は外国人材が日本人より安価な労
働力となるとは想定していない。
これらの実習にかかわる監理事業は丸和林業グルー
プ傘下の協同組合丸和林材が担っている。丸和林材は
丸和林業グループ傘下の９社を組合員とする協同組合
組織であり，組合員に関わる各種事業の１つとして技
能実習生の監理業務を新たに加え，監理団体の許可を
受けている（３９）。本事例における各組織の関係について
は図―２に表すことができる。このように監理団体を

表―５ 技能実習生受入れに関わる１人当たり年間費用
時 期 主な項目 （千円）

入国までに発生する
費用

実習生の本国での日本語講習 ４０
講習期間中の生活費補償 ６５
渡航費（入国） ６０
実習受入れ企業向けの講習 ６０

入国後から実習開始
までに発生する費用

各種資格取得に関わる講習 ３８５
講習手当（実習生の初月生活費） ６０

実習開始後に発生す
る費用

給料および社会保険料（１１カ月分） ２，２５０
実習生監理に関わる費用（同上） ４５０
住居および生活基盤整備費 ３２０
渡航費（帰国） ６０

合 計 ３，７５０

出所：丸和林業業務資料を基に筆者作成。

図―２ 外国人技能実習に関わる組織と役割
出所：厚生労働省「現行の技能実習制度の仕組み」（４０）を参考に筆

者作成。
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グループ組織の中に内製していることが丸和林業にお
ける技能実習制度の大きな特徴といえる。
技能実習１号としての受入れの現状について，丸和
林業は将来に向けた投資の段階にあると評価してい
る。今後，技能実習２号以降への移行職種に指定され
て３年間の受入れが実現することになれば，実習生個
人において各種作業の習熟度が上がり，現場全体とし
て労働生産性が向上するものと期待している。また，
受入れ人数が増加すれば，他事業体との共同化などに
よって資格取得講習の開催にかかる１人当たりの費用
が低減することも想定する。
（３）可能性と課題
丸和林業の事例に関して，出身国で山林現場の従事
経験がある者を受入れていること，監理団体の法人を
グループ企業内に置いている，いいかえれば林業に精
通した者が関与していることが大きな特徴である。前
者に関して，２０２３年の実習生が期待するように帰国後
に日本での経験が評価されて待遇の向上があれば，本
国への技能移転という技能実習制度の本分にかなうと
いえるだろう。後者に関して，林業の技能実習の実績
が少ない中で監理団体である丸和林材は将来のために
ノウハウを蓄積していると考えられる。今後，林業が
技能実習２号の対象職種に指定されて実習生が全国的
に広く増加することになれば，資格取得や監理業務に
関する需要も当然増加していくことが予想される。そ
れを想定したうえで，外国人向けの講習会や林業に特
化した監理団体を設ける準備を行政や林業関連団体が
協調してできるだけ早くすべきと考える。

Ⅴ おわりに

本稿は，前半部で「基本方針」の変更と林業労働力
確保促進の対象が拡大してきた経過をまとめた。ま
た，後半部で新たに加わった対象のうち建設業者，障
害者，外国人材について取り上げた事例を元にしなが
ら，それらの成果，可能性と課題について論述した。
ここではおわりに，次の「基本方針」の変更に向けて
上記に関わって検討すべき事項について示したい。
１９９６年に策定された「基本方針」の変更時期はこれ
まで２０１０年と２０２２年というように，いわば不定期で
あった。しかし，２０２２年の変更に関わる審議会におい
て，今後は５年ごとに定期的に見直していく方針が示
された。つまり，「基本方針」の成果について定期的
に評価する必要性が生じるといえる。これまでは，新
規就業者数，認定事業主数，社会保険等の加入状況と

いった数値が主要な成果指標として挙げられていた（４１）

が，新たに加わった林業労働力確保促進の対象につい
てはどのように評価していくべきか検討を要する。第
２期「基本方針」で加わった建設業者に関しては，２０２２
年の変更時に成果等に関わる記述がなく第３期「基本
方針」にそのまま引き継がれたが，やはり何らかの形
式で評価する方が健全といえる。建設業者の参入と障
害者雇用の評価の難しさはそれぞれの項で述べたとお
りだが，重要事項の１つとして掲げるのであれば，従
事日数や作業種など実績を丁寧に拾い上げて成果を示
すことが望まれる。外国人材に関しては国勢調査等を
通じて人数など一定の把握は可能と考えられる。ただ
し，技能修得や安全指導など特有の課題については丁
寧な状況把握と評価が必要である。
表―１で見たように「基本方針」は２度の変更を通じ
て記述量が増大し，その項目と分類も複雑化してき
た。林業労働力確保促進の対象について網羅的に記述
しようとする意図はくみとれるが，それらが基本方針
③と④に分かれるなど構造的な理解も容易とはいえな
い。本稿では触れられなかったが，基本方針④におい
て特定地域づくり事業協同組合も多様な担い手候補の
１つとして挙げられており，今後も記述が増大してい
く可能性も大いにある。次回「基本方針」の変更に向け
ては，林業労働力確保促進の対象について丁寧に評価
をしたうえで，項目間の整理も検討に値すると考える。
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（８）林業労働力の確保の促進に関する法律第二条において，
「「林業労働者」とは，造林，保育，伐採その他の森林
における施業（以下「森林施業」という。）に従事する
労働者」と定義されており，「法が確保の対象としてい
るのは特用林産物の生産等も含めた「林業」一般の担
い手ではなく，森林施業の担い手である」と説明され
る。林野庁森林組合課「林業労働力の確保の促進に関
する法律の概要」『林野時報』Vol.４３（５），１９９６年，２～
１３頁

（９）濱田健司「農福連携における林業・森林再生への取り
組み」『共済総研レポート』No.１６１，２０１９年，２０～２９頁

（１０）萩原和子「今なぜ林福連携なのか？～全国の林福連携
取組状況調査から見えてきたこと～」『現代林業』No.
６７４，２０２２年，１４～１９頁

（１１）田中 亘「外国人労働力の活用とは」『杣径』No.３９，
２０１６年，９～１２頁

（１２）田中 亘「林業における外国人労働力の受入れ過程―愛
媛県を事例に―」『森林総合研究所研究報告』Vol.１９（４），
２０２０年，３３１～３４０頁

（１３）前掲（１）９１頁
（１４）林業労働力の確保の促進に関する法律第三条四
（１５）林野庁「「林業労働力の確保の促進に関する基本方針」

の変更について」平成２１年１０月３０日林政審議会資料，
２００９年，https:／／www.rinya.maff.go.jp／j／rinsei／singikai／
attach／pdf／０９１００３si-９.pdf（２０２３年１０月５日取得）

（１６）林野庁「平成２１年１０月３０日林政審議会議事録」２００９年，
https:／／www.rinya.maff.go.jp／j／rinsei／singikai／pdf／ri２１１０
３０.pdf（２０２３年１０月５日取得）

（１７）厚生労働省「第６５回労働政策審議会職業安定分科会議
事録」２００９年，https:／／www.mhlw.go.jp／shingi／２００９／１２／
txt／s１２２８-５.txt（２０２３年１０月５日取得）

（１８）林野庁「パブリックコメントにおける意見及びそれに
対する見解」平成２２年２月２５日林政審議会資料，２０１０年，
https:／／www.rinya.maff.go.jp／j／rinsei／singikai／attach／pdf／
１００２２５si-６.pdf（２０２３年１０月５日取得）

（１９）林野庁経営課林業労働・経営対策室「林業労働力の確
保の促進に関する基本方針の変更について」『林野』No.
１８８，２０２２年，３～７頁

（２０）林野庁「第２０６回林政審議会議事速記録」２０２２年，
https:／／www.rinya.maff.go.jp／j／rinsei／singikai／attach／pdf／
index-３５.pdf（２０２３年１０月５日取得）

（２１）厚生労働省「第１８２回労働政策審議会職業安定分科会議
事録」２０２２年，https:／／www.mhlw.go.jp／stf／newpage_２７
４８５.html（２０２３年１０月５日取得）

（２２）林野庁「林業労働力の確保の促進に関する基本方針（案）
に対するパブリックコメントの実施結果について」令
和４年９月７日林政審議会資料，２０２２年，https:／／www.rinya.

maff.go. jp／ j／press／ routai／attach／pdf／２２１０２６_２４-３. pdf
（２０２３年１０月５日取得）

（２３）厚生労働省「第１８２回労働政策審議会職業安定分科会議
事録」２０２２年，https:／／www.mhlw.go.jp／stf／newpage_２７
４８５.html（２０２３年１０月５日取得）

（２４）前掲（２２）
（２５）林野庁「パブリックコメント等を踏まえた修正の概要」

令和４年９月７日林政審議会資料，２０２２年，https:／／www.
rinya.maff.go.jp／j／rinsei／attach／pdf／２２０９０５-５.pdf（２０２３年
１０月５日取得）

（２６）厚生労働省「第１８５回労働政策審議会職業安定分科会議
事録」２０２２年，https:／／www.mhlw.go.jp／stf／newpage_２９
１４０.html（２０２３年１０月５日取得）

（２７）林野庁「第２０７回林政審議会議事速記録」２０２２年，
https:／／www.rinya.maff.go.jp／j／rinsei／singikai／attach／pdf／
index-５５.pdf（２０２３年１０月５日取得）

（２８）各都道府県の林務担当部署のウェブページから情報を
取得した。石川県のみ「石川県公報」第１２３７８号から情
報を取得した。２０２３年１０月５日時点。

（２９）林野庁編「林建協働の取組飛騨地域」『林野』No.３５，
２０１０年，６～７頁

（３０）岐阜県「林建協働による森林づくりに取り組む背景」
２０１０年，https:／／www.pref.gifu.lg.jp／uploaded／attachment／
１０８５.pdf（２０２３年１０月５日取得）

（３１）公益社団法人岐阜県山林協会編「平成２２年度岐阜県林
政部予算のあらまし」『森林のたより』No.６８０，２０１０
年，２～４頁

（３２）公益社団法人岐阜県山林協会編「平成２３年度岐阜県林
政部予算のあらまし」『森林のたより』No.６９２，２０１１
年，２～３頁

（３３）岐阜県森林土木建設協会「林建協働のその後の取組に
ついて」『全国森林土木建設業協会会報』No.１３５，２０１５
年，７～８頁

（３４）県農林事務所が林業関連の実績がある建設業者に対し
て調査し，年間３０日以上林業に従事している者を森林
技術者として集計している。

（３５）前掲（１０）
（３６）就労継続支援B型では，「一般企業に雇用されることが

困難であって，雇用契約に基づく就労が困難である者
に対して，就労の機会の提供及び生産活動の機会の提
供」が行われる。雇用契約を結ばないため，就労に対
して支払われる対価は工賃と呼ばれる。就労継続支援B
型における工賃の全国平均額は月額１６，５０７円である。
厚生労働省「障害者の就労支援対策の状況」，https:／／
www.mhlw.go.jp／stf／seisakunitsuite／bunya／hukushi_kaigo／
shougaishahukushi／service／shurou.html（２０２３年１０月５日
取得）

（３７）木戸口佐織「盛岡普及指導区における林福連携の取組」
『全国林業普及指導職員活動事例集（発表要旨）令和４
年度』２０２２年，９～１０頁

（３８）厚生労働省「技能実習評価試験の整備等に関する専門
家会議（第７０回）議事要旨」２０２３年，https:／／www.mhlw.
go.jp／stf／newpage_３５６４４.html（２０２３年１０月１２日取得）

（３９）監理団体の役割等については前掲（１２）に詳しい。
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（４０）厚生労働省「外国人技能実習制度について」，https:／／
www.mhlw.go.jp／content／００１１６５６６２.pdf（２０２３年１０月５日
取得）

（４１）前掲（１９）

（２０２３年１０月３０日受付，２０２３年１２月１５日受理）
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